
   

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）第 21 条の規定

に基づき，女性の職業選択に資する宇都宮市職員の情報を公表します。 

 

≪職業生活における機会の提供に関する実績≫ 

⑴  採用した職員に占める女性職員の割合(令和 3年 4月 2日から令和 4年 4月 1日までの採用)  

  事務職 技術職 消防職 

採用者数 88 人 22人 18人 

女性採用者数 44 人 10人 1人 

女性割合 50.0% 45.5% 5.6% 

 

⑵  採用試験の受験者の総数に占める女性の割合(令和 3年度) 

  事務職 技術職 消防職 

受験者数 843 人 71 人 187 人 

女性受験者数 394 人 31 人 14人 

女性割合 46.7% 43.7% 7.5% 

 

⑶  職員に占める女性職員の割合(令和 4年 4月 1日時点) 

  事務職 技術職 技能労務職 消防職 

職員数 2,073 人 674 人 96 人 452 人

女性職員数 861 人 180 人 14人 9人

女性割合 41.5% 26.7% 14.6% 2.0%

 

⑷  管理的地位にある職員に占める女性の割合(令和 4年 4月 1日時点) 

 行政職 消防職 

管理職数 224 人 23 人

女性管理職数 34 人 0人

女性割合 15.2% 0%
   ※ 行政職は，事務職と技術職をさす。 
   ※ 管理職は，部長級，次長級，課長級をさす。 
 

⑸  各役職段階にある職員に占める女性の割合(令和 4年 4月 1日時点) 

【行政職】 

  部次長級 課長級 課長補佐級 係長級 総括 専任 

職員数 54 人 170 人 134 人 338 人 232 人 164 人

女性職員数 3人 31 人 19人 80人 84 人 100 人

女性割合 5.6% 18.2% 14.2% 23.7% 36.2% 61.0%

 

 

⼥性の職業選択に資する情報について 



【消防職】 

  消防正監 消防監 消防司令長 消防司令 消防司令補 

職員数 1人 5人 17人 57人 100 人 

女性職員数 0人 0人 0人 0人 0人 

女性割合 0% 0% 0% 0% 0% 

 

⑹  採用した職員に占める中途採用者の男女別の割合(令和 3年 4月 2日から令和 4年 4月

1日までの採用) 

  
事務職 技術職 消防職 

男 女 男 女 男 女 

採用者数 44 人 44 人 12人 10人 17人 1人

中途採用者数 12 人 7人 5人 3人 1人 0人

中途採用者割合 27.3% 15.9% 41.7% 30.0% 5.9% 0%

 

⑺ 機会の提供に資する制度の概要 

ア セクシュアル・ハラスメント等対策の整備状況 

   ・ セクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメント等を発生させないための

基本的な心構えやハラスメントになり得る言動，ハラスメントに関する苦情相談に対

応するに当たり留意すべき事項等をまとめた指針（ガイドライン）を策定 

   ・ ハラスメント全般の相談に対応する窓口を設置 

・ ハラスメントがもたらす経営リスクを理解し，未然に防ぐ回避法やハラスメントが

起こってしまった時の対処法を学ぶため，係長級以上の行政職員を対象とした「ハラ

スメント防止研修」を実施した。 

 

  イ 特定事業主として実施する教育訓練・研修の概要 

   ・ キャリア意識の醸成のほか，リーダーシップの取り方やマネジメントの基礎知識な

ど，管理監督職に求められるスキルの早期習得を図るため，管理監督者になる前の職

位（キャリア複線化前）である主任級の昇任１年目の職員を対象に「キャリア・アッ

プ研修」を実施した。 

   ・ 階層別にキャリア意識の醸成を図る「キャリア・デザイン研修」や外部機関（国際

文化アカデミー，自治大学校等）が主催する研修への女性職員の派遣，ロールモデル

（本市女性管理職）による意見交換や講演会等は，新型コロナウイルス感染症の影響

により実施を見送った。 

 

≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫ 

⑴ 男女別の平均した継続勤務年数 (令和 4年 4月 1日時点) 

男 女 

18.6 年 15.9 年 

 



⑵ 10 年度前に採用した職員の男女別の継続任用割合(令和 4年 4月 1日時点) 
 男 女 

採用者数 49 人 27人

継続任用者数 43 人 23人

継続任用割合 87.8% 85.2%

 

⑶ 男女別の育児休業取得割合(令和 3年度) 

  
事務職 技術職 技能労務職 消防職 

男 女 男 女 男 女 男 女 

対象者数 47 人 34 人 21 人 9人 0人 0人 19 人 1人

取得者数 12 人 34 人 3人 9人 - - 0 人 1 人

取得割合 25.5% 100% 14.3% 100% - - 0% 100%
※ 取得割合＝令和 3年度中に育児休業を取得した職員数/令和 3年度中に新たに育児

休業が取得可能となった職員数×100 
 

⑷ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得割合(令和 3年度) 

  事務職 技術職 技能労務職 消防職 

対象者数 47 人 21人 0人 19 人

取得者数 43 人 19人 - 15 人

取得割合 91.5% 90.5% - 78.9%
※ 取得割合=令和 3 年度中に配偶者出産休暇等を取得した職員数/令和 3 年度中に新た
に配偶者出産休暇等が取得可能となった職員数×100 

 

⑸ 職員一人当たりの一月当たりの超過勤務時間(令和 3年度) 

超過勤務時間 15.3 時間 

 

⑹ 職員一人当たりの年次休暇の取得割合(令和 3年度) 

平均取得日数 13.8 日 

取得割合 69.0% 

   ※ 取得割合=平均取得日数/年次休暇付与日数 20日（繰越分除く。）×100 

 

⑺ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備 

・ テレワークの試行実施として，事業継続計画（ＢＣＰ）対象業務を主として，自宅から

庁内ＬＡＮにアクセスできる環境（ＶＰＮ）での在宅勤務を実施 

・ 本庁と出先機関をつなぐ遠隔会議システムを運用しているほか，迅速な遠隔会議がで

きる環境整備として，各部局にタブレット端末を配備 

・ タブレット端末の台数不足による遠隔会議の実施が困難とならないように，庁内用Ｗ

ＥＢ会議システムを構築・運用し，事務の効率化を実現 

・ 外出先や移動中も就業場所に含めるモバイルワークを実現するための端末を試行導入

し，現場等からの資料確認や本庁とのリアルタイムな情報共有ができるようタブレット

端末を試行導入した。 


